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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第138期

第１四半期
連結累計期間

第139期
第１四半期
連結累計期間

第138期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 543,852 529,788 2,243,220

経常利益 (百万円) 63,888 55,325 185,398

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 46,404 41,266 183,036

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 88,648 △211,923 △277,053

純資産額 (百万円) 2,496,106 1,882,167 2,113,948

総資産額 (百万円) 4,793,360 3,772,329 4,199,196

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 147.71 131.33 582.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 147.68 131.33 582.57

自己資本比率 (％) 50.57 47.93 48.50

(注) １ 売上高には、消費税等を含んでおりません。

２ 第139期第１四半期連結会計期間より表示方法の変更を行ったため、第138期第１四半期連結累計期間

および第138期については、この表示方法の変更を反映させた組替え後の数値を記載しております。

なお、表示方法の変更の内容については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項

（追加情報）」に記載しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、

「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期を141億円(3％)下回る5,297億円となりました。利益につき

ましては、営業利益は前年同期を26億円(8％)下回る281億円、経常利益は前年同期を85億円(13％)下回る553億

円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期を52億円(11％)下回る412億円となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

① 自動車

自動車におきましては、売上高は前年同期を132億円(5％)上回る2,621億円となりました。営業利益は前年同

期を3億円(6％)上回る64億円となりました。

このうち車両につきましては、ＲＡＶ４・ヴィッツの販売台数は減少したものの、ＲＡＶ４にハイブリッド仕

様が追加されたことにより、売上高は前年同期を140億円(13％)上回る1,233億円となりました。

エンジンにつきましては、ＫＤ型ディーゼルエンジンが減少したものの、ＧＤ型ディーゼルエンジンが増加した

ことにより、売上高は前年同期を10億円(3％)上回る400億円となりました。

カーエアコン用コンプレッサーにつきましては、販売台数は欧州、北米を中心に増加したものの、為替変動によ

る影響があり、売上高は前年同期を14億円(2％)下回る843億円となりました。

電子機器・鋳造品ほかにつきましては、電子機器は増加したものの、鋳造品が減少し、売上高は前年同期を4億

円(3％)下回る143億円となりました。

② 産業車両

産業車両におきましては、主力のフォークリフトトラックの販売台数は北米、欧州を中心に増加したものの、

為替変動による影響があり、売上高は前年同期を120億円(5％)下回る2,396億円となりました。営業利益は前年

同期を28億円(13％)下回る189億円となりました。

③ 繊維機械

繊維機械におきましては、織機が増加したものの、紡機が減少し、売上高は前年同期を8億円(6％)下回る139

億円となりました。営業利益は前年同期を7億円(240％)上回る9億円となりました。

④ その他

その他におきましては、子会社でありました株式会社アサヒセキュリティおよび株式会社ワンビシアーカイブ

ズの保有株式を2015年12月にすべて売却したことなどにより、売上高は前年同期を144億円(51％)下回る140億円

となりました。営業利益は前年同期を8億円(33％)下回る16億円となりました。

決算短信（宝印刷） 2016年08月08日 10時52分 3ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



― 4 ―

(2) 財政状態に関する分析

　総資産につきましては、主に投資有価証券の時価評価額が減少したことにより、前連結会計年度末に比べ

4,268億円減少し、3兆7,723億円となりました。負債につきましては、主に繰延税金負債が減少したことにより、

前連結会計年度末に比べ1,951億円減少し、1兆8,901億円となりました。純資産につきましては、前連結会計年

度末に比べ2,318億円減少し、1兆8,821億円となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発費は、167億円であります。なお、この中には受託研究等の費用

30億円が含まれております。

(注) １ 売上高には、消費税等を含んでおりません。

２ セグメントの業績に記載の売上高は、外部顧客に対する売上高を表示しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,100,000,000

計 1,100,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 325,840,640 325,840,640
東京、名古屋
各証券取引所
（市場第一部）

単元株式数 100株

計 325,840,640 325,840,640 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 325,840 ― 80,462 ― 101,766
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

11,613,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

314,041,100
3,140,411 ―

単元未満株式
普通株式

185,740
― ―

発行済株式総数 325,840,640 ― ―

総株主の議決権 ― 3,140,401 ―

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が12株含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社豊田自動織機

愛知県刈谷市豊田町
２丁目１番地

11,613,800 ― 11,613,800 3.56

計 ― 11,613,800 ― 11,613,800 3.56

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)あります。

なお、当該株式数は、「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成28年６月

30日まで)および第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けているＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月

１日をもってＰｗＣあらた有限責任監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 352,302 328,783

受取手形及び売掛金 280,807 264,302

リース投資資産 235,598 219,396

有価証券 10,871 10,877

商品及び製品 92,298 89,525

仕掛品 41,868 41,820

原材料及び貯蔵品 63,035 56,367

繰延税金資産 25,185 24,322

その他 159,054 146,272

貸倒引当金 △3,796 △3,536

流動資産合計 1,257,226 1,178,131

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 160,048 152,661

機械装置及び運搬具（純額） 451,334 423,478

工具、器具及び備品（純額） 27,449 25,531

土地 119,897 120,936

建設仮勘定 22,521 18,872

有形固定資産合計 781,251 741,481

無形固定資産

のれん 76,980 68,388

その他 93,234 85,028

無形固定資産合計 170,214 153,416

投資その他の資産

投資有価証券 1,945,123 1,655,754

繰延税金資産 14,109 13,303

退職給付に係る資産 8,215 7,965

その他 24,458 23,586

貸倒引当金 △1,403 △1,310

投資その他の資産合計 1,990,504 1,699,300

固定資産合計 2,941,970 2,594,198

資産合計 4,199,196 3,772,329
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 214,162 209,161

短期借入金 170,844 185,840

1年内償還予定の社債 19,999 19,999

リース債務 41,411 36,500

未払金 25,754 20,257

未払法人税等 47,473 10,952

繰延税金負債 149 89

役員賞与引当金 644 140

その他 153,195 159,150

流動負債合計 673,636 642,093

固定負債

社債 191,555 191,555

長期借入金 508,593 452,426

リース債務 98,771 85,186

繰延税金負債 500,077 410,525

退職給付に係る負債 ※1 90,920 ※1 87,734

その他 21,692 20,639

固定負債合計 1,411,611 1,248,068

負債合計 2,085,248 1,890,162

純資産の部

株主資本

資本金 80,462 80,462

資本剰余金 105,562 105,558

利益剰余金 789,502 811,915

自己株式 △41,266 △41,262

株主資本合計 934,260 956,674

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,105,544 903,531

繰延ヘッジ損益 360 686

為替換算調整勘定 22,813 △28,602

退職給付に係る調整累計額 △26,169 △24,072

その他の包括利益累計額合計 1,102,547 851,543

新株予約権 6 5

非支配株主持分 77,133 73,944

純資産合計 2,113,948 1,882,167

負債純資産合計 4,199,196 3,772,329
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 543,852 529,788

売上原価 441,394 430,136

売上総利益 102,458 99,652

販売費及び一般管理費 71,747 71,536

営業利益 30,710 28,116

営業外収益

受取配当金 35,521 32,142

その他 3,944 1,677

営業外収益合計 39,466 33,820

営業外費用

支払利息 2,791 2,200

その他 3,496 4,411

営業外費用合計 6,288 6,611

経常利益 63,888 55,325

税金等調整前四半期純利益 63,888 55,325

法人税、住民税及び事業税 19,166 13,248

法人税等調整額 △2,940 △939

法人税等合計 16,225 12,308

四半期純利益 47,662 43,016

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,258 1,749

親会社株主に帰属する四半期純利益 46,404 41,266
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 47,662 43,016

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 22,989 △202,175

繰延ヘッジ損益 998 326

為替換算調整勘定 18,109 △54,478

退職給付に係る調整額 △1,185 2,112

持分法適用会社に対する持分相当額 72 △725

その他の包括利益合計 40,985 △254,940

四半期包括利益 88,648 △211,923

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 86,593 △209,737

非支配株主に係る四半期包括利益 2,055 △2,186
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

　一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

(追加情報)

（表示方法の変更）

　従来、産業車両の販売金融事業から発生する損益につきましては、収益は「営業外収益」の「受取利息」に、費

用は「営業外費用」の「支払利息」に含めて計上しておりましたが、当第１四半期連結会計期間から「受取利息」

を「売上高」に、「支払利息」を「売上原価」に含めて計上することに変更いたしました。また、産業車両の販売

金融事業に関する「長期貸付金」および「リース投資資産」につきましては、「固定資産」に計上しておりました

が、当第１四半期連結会計期間から正常営業循環基準に従い、「流動資産」に計上することに変更いたしました。

　これらの変更は、当期より当社事業における産業車両の販売金融事業を強化する方針であることを受け、当社の

営業活動の成果をより適切に表示するために行うものであります。これらの表示方法の変更を反映させるため、前

第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表および前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取利息」に表示

していた2,846百万円を「売上高」に組替え、「営業外費用」の「支払利息」に表示していた1,345百万円を「売上

原価」に組替えております。この組替えにより、営業利益が1,500百万円増加しておりますが、経常利益および税金

等調整前四半期当期純利益に与える影響はありません。また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定

資産」の「投資その他の資産」の「長期貸付金」に表示していた47,748百万円を「流動資産」の「その他」に組替

え、「固定資産」の「投資その他の資産」の「リース投資資産」に表示していた164,633百万円を「流動資産」の

「リース投資資産」に組替えております。

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１四

半期連結会計期間から適用しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 退職給付に係る負債に含まれる役員（執行役員を含む）の退任慰労引当金の額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

役員退任慰労引当金 1,464百万円 1,268百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)およびのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 30,226百万円 35,281百万円

のれんの償却額 2,612百万円 1,899百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月11日
定時株主総会

普通株式 18,849 60 平成27年３月31日 平成27年６月12日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

当第１四半期連結累計期間において、18,849百万円の剰余金の配当を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月10日
定時株主総会

普通株式 18,853 60 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

当第１四半期連結累計期間において、18,853百万円の剰余金の配当を行っております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　 (単位：百万円)

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

自動車 産業車両 繊維機械 その他 合計 調整額

（注）１ （注）２

売上高

外部顧客への売上高 248,920 251,660 14,789 28,482 543,852 ― 543,852

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,001 593 53 5,261 11,909 △11,909 ―

計 254,921 252,253 14,843 33,743 555,762 △11,909 543,852

セグメント利益 6,148 21,770 287 2,415 30,620 90 30,710

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ セグメント利益の調整額90百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

　 (単位：百万円)

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

自動車 産業車両 繊維機械 その他 合計 調整額

（注）１ （注）２

売上高

外部顧客への売上高 262,137 239,664 13,952 14,034 529,788 ― 529,788

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,513 374 53 4,837 10,778 △10,778 ―

計 267,651 240,038 14,005 18,872 540,567 △10,778 529,788

セグメント利益 6,499 18,969 977 1,626 28,072 43 28,116

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２ セグメント利益の調整額43百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

　該当事項はありません。

３ 報告セグメントの変更等に関する事項

　 当第１四半期連結会計期間より、従来「物流」として記載していた報告セグメントについては、

　重要性が低下したことに伴い、「産業車両」および「その他」の区分に含めております。

　 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分により作成したものを

　記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および

算定上の基礎は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 147円71銭 131円33銭

　(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 46,404 41,266

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額 (百万円)

46,404 41,266

普通株式の期中平均株式数 (千株) 314,165 314,228

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 147円68銭 131円33銭

　(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 (百万円) ─ ─

普通株式増加数 (千株) 64 3

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

─ ─

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2016年08月08日 10時52分 16ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年８月10日

株式会社豊田自動織機

取 締 役 会 御 中

Ｐ ｗ Ｃ あ ら た 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 戸 田 栄

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 原 光 爵

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社豊田自

動織機の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社豊田自動織機及び連結子会社の平成28年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

決算短信（宝印刷） 2016年08月05日 15時11分 1ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）


	第１四半期報告書
	表紙
	目 次
	扉
	第一部【企業情報】
	第１ 【企業の概況】
	１ 【主要な経営指標等の推移】
	２ 【事業の内容】

	第２ 【事業の状況】
	１ 【事業等のリスク】
	２ 【経営上の重要な契約等】
	３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３ 【提出会社の状況】
	１ 【株式等の状況】
	(1) 【株式の総数等】
	(2) 【新株予約権等の状況】
	(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	(4) 【ライツプランの内容】
	(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
	(6) 【大株主の状況】
	(7) 【議決権の状況】

	２ 【役員の状況】

	第４ 【経理の状況】
	１ 【四半期連結財務諸表】
	(1) 【四半期連結貸借対照表】
	(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

	２ 【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書


